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・義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育

施策の成果と課題を検証し、その改善を図る。

・学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる。

・以上の取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立する。

全国学力・学習状況調査

１ 調査の目的

小学校第6学年：約2万校、約113万人 中学校第3学年：約1万校、約109万人

２ 調査対象

３ 調査内容

①教科に関する調査（小学校：国語A、国語B、算数A、算数B 中学校：国語A、国語B、数学A、数学B ）

児童生徒の思考力・表現力・判断力を測るため、記述式を重視
※A問題：主として「知識」に関する問題

B問題：主として「活用」に関する問題

※24年度は「理科」を追加。

②児童生徒質問紙調査

学習意欲、学習方法、学習環境、生活の諸側面等に関する調査

（例）国語の勉強は好きですか、授業の内容はどの程度分かりますか、一日にテレビを見る時間、読書時間、

勉強時間の状況 など

③学校質問紙調査

指導方法に関する取組や人的・物的な教育条件の整備の状況等に関する調査

（例）学力向上や学習の定着に向けた取組、教育の情報化、教員研修、家庭・地域との連携の状況 など

調査の概要

平成25年度形式別問題数 小学校 中学校

選択式（選択肢で解答を選ぶ問題） 22 48（マークシート式）

短答式（数文字で解答する問題） 30 35

記述式（文章を用いて解答する問題） 8 10

合計 60 93
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一般的な模擬試験と比べて特異と考えられる主な例

１．高い機密性が求められること
事前に漏洩しないよう調査問題などを保管
採点・集計作業におけるより高い機密性の確保（学校別結果や個人別結果の漏洩防止）
輸送時の紛失・盗難防止のための確実な安全確保

２．対象が大規模かつ一斉に行われること
多種類の調査資材を非常に多数の学校向けに、個別に梱包・発送・回収・開梱等を実施
学校などへの配送・回収・結果提供を同日に一斉に実施する必要

３．通常と異なる高度な採点作業が必要であること
解答を○×等ではなく、多種類の解答類型に分類する特有の採点方式
受験者数が極めて多いことに加え、機械式採点ができない記述式問題を多く含む
採点に困難な点が多い一方で、採点期間が短い
採点ミス防止のための複層的チェックの徹底

４．対象学校数が多い上に、児童生徒数の増減や調査資材不足などへの丁寧な対応が必要

５．学校の行事等に合わせた本来の調査日以外の後日実施も可能であり、そのための個別対
応が必要
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全国学力・学習状況調査事業の実施イメージ

文部科学省・国立教育政策研究所

委託業者：事業の全体統括・マネジメント

学
校･

教
育
委
員
会
等

コールセンターの設置・運用（学校・教委等との連絡調整を一括して対応）

調査に必要な情報の整備・更新

学校・教育委員会からの問合せ・依頼等について、
対応方針の相談、関係部署への指示等の要請（随時）

品質確認品質確認

学校質問紙

調査マニュアル

調査問題

資材の梱包・整理・管理 配送・回収
調査マニュアル配送

学校質問紙配送

問題配送

解答用紙回収

調査問題の梱包（例）
鑑文/配送物明細書
/問題冊子/児童生徒質問紙/解答用紙
/学級取りまとめ表/学校取りまとめ表
/解答用紙保管封筒/回収用段ボール箱
/点字・拡大文字・ルビ振り問題冊子 等

回収物の整理・確認・管理
・回収物の不備確認
・調査日の実施とそれ以降の実施を区別して集計
するため、回収日と実施日の情報を関連させて
管理 等

採点
・採点会場設営
・採点者採用・研修
・採点システム構築
・採点基準の確認
・採点

国立教育政策研究所

学級数に応じた
数を配送

前日に全学校に一斉配送

当日実施分は翌日に
一斉回収

集計
・集計システムの構築
・結果資料の設計

結果提供資料作成・
梱包

結果資料配送

小：約2万校、113万人
中：約1万校、109万人

配慮資材は必要な学校のみ配慮資材は必要な学校のみ

梱包部数は
各学校の児
童生徒数に
応じて異なる

調査資材の設計・作成
調査マニュアル、解答用紙、
段ボール等

解答用紙回収 後日実施分を複数回回収
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全国学力・学習状況調査の採点作業の流れ

業
者
に
よ
る
採
点
作
業

採点
・児童生徒の解答を「解答類型」（国立教育政策研究所作成）に分類して採点
・選択式・短答式は2回採点
・記述式は採点業務の経験があり能力の高い採点者による採点

国
立
教
育
政
策
研
究
所

採点作業の
方針等につ
いて、業者と
認識共有

採点初期

小学校 中学校

教科：4,512,892人
（児童質問紙・学校質問紙を
含めると、5,661,749人）

教科：4,353,094人
（生徒質問紙・学校質問紙を
含めると、5,451,919人）

品質チェックが適切になされているかを確認

採点監督者による採点結果の確認や
不一致答案の採点
品質チェック（短答式は設問ごとに5,000件、記述式は設問ごとに
1,000件を抽出し、採点結果の誤りが1件も無いことを確認するまで
繰り返し実施）

平成25年度形式別問題数 小 中

選択式（選択肢で解答を選ぶ問題） 22 48

短答式（数文字で解答する問題） 30 35

記述式（文章を用いて解答する問題） 8 10

合計 60 93

採点② 採点③ 採点④

確認② 確認③ 確認④

・・・

・・・

品質チェックの確認の結果に応じて、
採点を再度見直し

約２ヶ月間
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【平成25年度中学校・国語B】 資料を参考に、漢字について考える

出題の趣旨

漢字の特徴を捉えて、
自分の考えを具体的
に書くことができる
かどうかをみる。

正答例

・Ａ
「拾」と「捨」は、

同じてへんの漢字で
つくりも似ています
が、つくりの一部が
「一」か「土」かの
違いがあります。だ
から、その部分の字
形の違いに注意しな
がら、二つの漢字を
並べて書いて覚える
と間違えずに使い分
けられると思います。
（110字）
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【平成25年度中学校・数学B】 情報の適切な表現と判断（黄金比）

出題の趣旨

資料の傾向を的確に
捉え、事柄の特徴を
数学的に説明するこ
とができるかどうか
をみる。

正答例

図２のヒストグラ
ムでは、1.5倍以上
1.7倍未満の階級の度
数がすべての階級の
中で最も大きく、し
かもその度数が飛び
抜けているため、学
級の多くの生徒が美
しいと思う長方形は、
長い辺の長さが短い
辺の長さの1.5倍以上
1.7倍未満のものであ
ることがわかる。
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全国学力・学習状況調査※
試験名

大学入試センター試験
（本試験）小学校 中学校

全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・
分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その
改善を図るとともに、学校における児童生徒へ
の教育指導の充実や学習状況の改善等に役
立て、さらに、そのような取組を通じて、教育に
関する継続的な検証改善サイクルを確立する。

目的
大学に入学を志願する者の高等学校段階にお
ける基礎的な学習の達成の程度を判定する

20,624箇所 10,317箇所 実施会場 707箇所

1,128,326人（児童数） 1,088,515人（生徒数） 実施（受験）者数 542,943人

2教科4種類
（3年に一度、3教科5種類） 実施科目数

6教科29科目から
必要に応じて選択

記述式を重視

回答方式 マークシート式

教科：4,512,892人
（児童質問紙・学校質問紙を
含めると、5,661,749人）

教科：4,353,094人
（生徒質問紙・学校質問紙
を含めると、5,451,919人）

延べ採点人数 3,616,664人

・ 通常の時間割内で平日に1日で実施
・ 通常授業同様、各小中学校の教室で実施

実施体制等
・土日に2日間で実施
・大学等を専用に貸し切り、専用の日程で実施

※調査実施日以降の後日実施を含む

全国学力・学習状況調査と大学入試センター試験の比較
（平成25年度）

平成25年度形式別問題数 小 中

選択式（選択肢で解答を選ぶ問題） 22 48（マークシート式）

短答式（数文字で解答する問題） 30 35

記述式（文章を用いて解答する問題） 8 10

合計 60 93
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平成２６年度全国学力・学習状況調査委託事業に応札しなかった理由について
（入札説明会参加企業のうち、応札しなかった企業からのヒアリング結果）

文部科学省初等中等教育局参事官付

◎A社
①事業規模が大きく、通常業務をこなしつつ、学力調査委託事業を遂行していくためには、新たな専門部署を設置
するとともに、必要なヒトとモノを配置しなければならない。落札前から準備をするのはリスクが高く、また、落札後
に確実に整えられるか考慮した場合、通常業務に影響が出ることは間違いないため。

②全国一斉調査という案件を過去実施したことがないため、経験を踏まえたリスクの書き出しやそれに対する事前
対策が甘くなり、結果として全国に影響のあるトラブルにつながるのではないかという不安要素があったため。

③現場の混乱を避けるためには、できる限り現行の学力調査委託事業のやり方に沿うことが適当でないかと考え
ており、従来までの当社のやり方からシフトしなければならないケースも考えられ、調整の労力が莫大。

◎B社
①（既存業者と）金額面で張り合うのが難しいと判断したため。
②事業規模が大きく、事業規模の応じた採点会場やヒトの確保が難しいと判断したため。

③国家試験については請け負った実績があり、マークシートの対応は出来るが、記述式の対応が難しい。また、大
規模な採点を行うためのシステムの構築が難しいと判断したため。

◎C社
①事業規模が大きく、必要な人員体制を確保するのは困難だと思ったため。

◎D社
①事業規模が大きく、社内の人員配置を考慮すると対応が難しいと判断したため。
②不慣れな業務であり、業務を確実に履行できるかリスクがあると判断したため。

※入札説明会に参加したが応札しなかった事業者の担当者に、社名については対外的に公表しない旨を前提として、平
成２５年１０月頃に電話での聞き取りを実施した。
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全国学力・学習状況調査実施委託事業におけるこれまでの改善状況について

文部科学省初等中等教育局参事官付
１．参加資格要件について

本事業の一般競争入札における参加資格要件は、法令に定められた参加資格を有しない者、入札の公正性
を害する者などを除き、参加資格に特段の制限は設けていない。

２．契約手続き関係について
①入札公告期間の確保
公告期間については、事業開始当初より原則20日間以上を確保するようにしてきたところであったが、平

成23年度準備事業以降より一層期間の確保に努めており、平成26年度事業については９０日間を確保した。

※平成24年度事業以降は国庫債務負担行為を活用し、準備事業と実施事業を一括にして契約

②国庫債務負担行為の活用
平成23年度事業まで、準備事業と実施事業を別々に分けて契約していたところ、平成22年に実施された行

政事業レビュー公開プロセスにより、年度をまたいで一括で契約できるようにすべきという指摘を踏まえて
、平成24年度事業より国庫債務負担行為を活用した一括契約を行うようにした。

③情報提供の推進
事業開始当初より、入札を検討している業者からの照会に応じた委託業務の内容等を情報提供し

てきたところだったが、平成23年度準備事業より、情報提供窓口の明確化し文部科学省HPによる周知を行い
、積極的な情報提を行った。

３．評価基準（必須項目）について
必須項目については、着実に最低限必要な必須項目に限るように努めてきたところである。

H22準備 H23準備 H24（準備事業と実施事業一括実施）
４１項目 → ２２項目（１９項目減）
H22実施 H23実施 ３３項目
５２項目 → ３５項目（１７項目減）

H22準備 H22実施 H23準備 H23実施 H24 H25 H26
２０日間 ２０日間 ５２日間 ３０日間 ４８日間 ３８日間 ９０日間
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